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　海外要因　：　為替水準、原油価格など
　経済政策　：　公共投資、税負担など
　人口要因　：　人口、世帯、労働力人口など
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ＧＤＰ、雇用、生産等 電力需要

①まず電力供給不足（kWベース）が12.4％と想定される※こと
から、各種経済活動が制約を受ける時間帯等も考慮し、期間
平均（7-9月）の電力消費量（kWhベース）の不足量を4.2％と推
計しました。

※6月13日掲載「原子力発電の再稼動の有無に関する2012年度までの電
力需給分析」を参照

２０１２年夏期における電力不足の｢経済影響試算｣推計プロセスについて

②この不足量をエネルギー需給モデルに投入し、その結果
を反映させたマクロ経済モデル（概念図は右下）を動かすこ
とによって、この電力消費量（kWhベース）不足でＧＤＰがど
のように変化するかを試算しました（ＧＤＰは右図Ａのプロセ
スで求められます）。

参考）雇用関数＝ｆ（賃金、ＧＤＰ、設備稼働率、労働力人口など）

③その結果、電力制約がない場合のGDPは138兆円（2012
年7-9月）となるところ、この電力の制約がある条件下では
130兆円と縮小してしまう結果が得られました。すなわち138
兆円と130兆円の差がＧＤＰの縮小額と推計されます。

④さらにこの両ケースにおけるＧＤＰの値138兆円，130兆円
を、ＧＤＰや需要の変動が雇用の変化に与える影響を見る
雇用関数に入力すると（右図Ｂの部分になります）、両ケー
スに釣り合う就業者数はそれぞれ6,200万人，6,195万人と
なり、これも電力制約がある場合に減少する結果となりまし
た。両者の差は約5万人で、この分が失業者数の増として
推計されます。

Ａ

Ｂ
⑤以上の結果は夏期のみの影響ですが、仮に秋以降（10-
12月期、1-3月期）もこの影響が続くとした場合、ＧＤＰは合
計で20.2兆円（3.6％）の減少となり、年度末時点での失業
者数は20万人増加します。
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